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(57)【要約】
【課題】エチレン－α，β－不飽和カルボン酸共重合体を含有する樹脂組成物に関して、
適度な柔軟性を維持しながら、高温での熱分解を抑制すること。
【解決手段】成分（Ａ）：エチレン－α，β－不飽和カルボン酸アルキルエステル共重合
体、及び成分（Ｂ）：下記式（１）で表される繰返し単位を含むポリフェニレンエーテル
を含有する樹脂組成物が開示される。成分（Ｂ）の含有量が、成分（Ａ）及び成分（Ｂ）
の合計を１００質量部として１～３５質量部である。

【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　成分（Ａ）：エチレン－α，β－不飽和カルボン酸アルキルエステル共重合体、及び
　成分（Ｂ）：下記式（１）で表される繰返し単位を含むポリフェニレンエーテル
を含有し、
　成分（Ｂ）の含有量が、成分（Ａ）及び成分（Ｂ）の合計を１００質量部として１～３
５質量部である、樹脂組成物。
【化１】

［式中、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３及びＲ４は、それぞれ独立に水素原子、ハロゲン原子、又は、
１以上の置換基を有していてもよい炭素原子数１～１０のハイドロカルビル基を示し、同
一分子中の複数のＲ１、Ｒ２、Ｒ３及びＲ４は、それぞれ同一でも異なっていてもよい。
］
【請求項２】
　当該樹脂組成物が、成分（Ａ）を含む連続相と、前記連続相中に分散し成分（Ｂ）を含
む分散粒子と、を含み、前記分散粒子の平均分散粒子径が５μｍ以下である、請求項１に
記載の樹脂組成物。
【請求項３】
　成分（Ａ）及び成分（Ｂ）を含む原料混合物を溶融混錬する工程を含む、請求項１又は
２に記載の樹脂組成物を製造する方法。
【請求項４】
　前記原料混合物を５０～３５０℃に加熱しながら溶融混錬する、請求項３に記載の方法
。
【請求項５】
　請求項１又は２に記載の樹脂組成物を含有する樹脂フィルム。
【請求項６】
　前記樹脂組成物と、成分（Ａ）及び成分（Ｂ）とは異なるその他の熱可塑性樹脂とを含
有する単層フィルムである、請求項５に記載の樹脂フィルム。
【請求項７】
　前記樹脂組成物を含有する中間層と、前記中間層の両面上にそれぞれ積層され成分（Ａ
）及び成分（Ｂ）とは異なるその他の熱可塑性樹脂を含有する表層と、を有する多層フィ
ルムである、請求項６に記載の樹脂フィルム。
【請求項８】
　前記その他の熱可塑性樹脂が、ポリ（４－メチル－1－ペンテン）、又はポリブチレン
テレフタレートのうち少なくとも一方である、請求項６又は７に記載の樹脂フィルム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、エチレン－α，β－不飽和カルボン酸共重合体を含む樹脂組成物及びその製
造方法、並びに樹脂フィルムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　フレキシブルプリント基板の製造プロセスは、表面保護層を形成するためのカバーレイ
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フィルムをフレキシブルプリント基板に貼り合わせる熱プレスの工程を含むことがある。
この熱プレスの際、一般に、カバーレイフィルムとプレス板との間にリリースフィルムが
挿入される。このリリースフィルムの材料として、エチレン－α，β－不飽和カルボン酸
共重合体を含む樹脂組成物が用いられることがある（例えば、特許文献１、２）。
【０００３】
　一方、ポリフェニレンエーテル系樹脂の耐ストレスクラック性等を改善するために、エ
チレン－α，β－不飽和カルボン酸アルキルエステル共重合体が用いられることがある（
例えば特許文献３、４）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平３－２９３１２６号公報
【特許文献２】特開２００３－２１１６０２号公報
【特許文献３】特開平１０－０２５４１２号公報
【特許文献４】特開平０９－３１６３２１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　リリースフィルムの製造において、エチレン－α，β－不飽和カルボン酸共重合体は、
リリースフィルムに離型性を付与するための高融点の他の熱可塑性樹脂とともに成形され
ることがある。この成形の過程で受ける熱によって、エチレン－α，β－不飽和カルボン
酸共重合体の熱分解が進行する可能性があることが明らかとなった。作業環境等の観点か
ら、成形中の熱分解は出来るだけ抑制されることが望まれる。
【０００６】
　その一方で、リリースフィルム等の樹脂フィルムの柔軟性を確保するために、エチレン
－α，β－不飽和カルボン酸共重合体を含有する樹脂組成物が適度な柔軟性を有すること
も必要とされる。
【０００７】
　そこで本発明の一側面は、エチレン－α，β－不飽和カルボン酸共重合体を含有する樹
脂組成物に関して、適度な柔軟性を維持しながら、高温での熱分解を抑制することを目的
とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の一側面は、
　成分（Ａ）：エチレン－α，β－不飽和カルボン酸アルキルエステル共重合体、及び
　成分（Ｂ）：下記式（１）で表される繰返し単位を含むポリフェニレンエーテル
を含有する樹脂祖組成物（以下「改質樹脂組成物」ということがある。）を提供する。特
に、成分（Ｂ）の含有量が、成分（Ａ）及び成分（Ｂ）の合計を１００質量部として１～
３５質量部である。
【０００９】
【化１】

【００１０】
　式中、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３及びＲ４は、それぞれ独立に水素原子、ハロゲン原子、又は、
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一分子中の複数のＲ１、Ｒ２、Ｒ３及びＲ４は、それぞれ同一でも異なっていてもよい。
【００１１】
　上記改質樹脂組成物は、適度な柔軟性を維持しながら、高温での熱分解が抑制されてい
る。
【００１２】
　上記改質樹脂組成物は、成分（Ａ）を含む連続相と、連続相中に分散し成分（Ｂ）を含
む分散粒子とを含んでいてもよい。その場合、分散粒子の平均分散粒子径が５μｍ以下で
あってもよい。これにより、ポリフェニレンエーテル（成分（Ｂ））による熱分解抑制の
効果が特に顕著に奏される。
【００１３】
　上記改質樹脂組成物は、例えば、成分（Ａ）及び成分（Ｂ）を含む原料混合物を溶融混
錬する工程を含む方法によって、製造することができる。原料混合物を５０～３５０℃に
加熱しながら溶融混錬してもよい。
【００１４】
　本発明の別の一側面は、上記改質樹脂組成物を含有する樹脂フィルムに関する。樹脂フ
ィルムは、上記樹脂組成物と、成分（Ａ）及び成分（Ｂ）とは異なるその他の熱可塑性樹
脂とを含有する単層フィルムであってもよいし、上記改質樹脂組成物を含有する中間層と
、中間層の両面上にそれぞれ積層され成分（Ａ）及び成分（Ｂ）とは異なるその他の熱可
塑性樹脂を含有する表層と、を有する多層フィルムであってもよい。
【００１５】
　これら樹脂フィルムは、適度な柔軟性及び耐熱性を有しているため、例えば、フレキシ
ブルプリント基板の製造において用いられるリリースフィルムとして有用である。
【００１６】
　成分（Ａ）及び成分（Ｂ）とは異なるその他の熱可塑性樹脂は、ポリ（４－メチル－1
－ペンテン）、又はポリブチレンテレフタレートのうち少なくとも一方であってもよい。
これらは２００℃を超える高い融点を有しているが、これらとともに上記改質樹脂組成物
を成形する場合に必要とされる高温条件においても、改質樹脂組成物の熱分解が十分に抑
制される。
【発明の効果】
【００１７】
　エチレン－α，β－不飽和カルボン酸共重合体を含有する樹脂組成物に関して、適度な
柔軟性を維持しながら、高温での熱分解を抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】実施例で作製した樹脂組成物の透過型電子顕微鏡写真である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、本発明のいくつかの実施形態について詳細に説明する。ただし、本発明は以下の
実施形態に限定されるものではない。
【００２０】
＜樹脂組成物＞
　一実施形態に係る樹脂組成物（改質樹脂組成物）は、成分（Ａ）：エチレン－α，β－
不飽和カルボン酸アルキルエステル共重合体、及び成分（Ｂ）：下記式（１）で表される
繰返し単位を含むポリフェニレンエーテルを含有する。この改質樹脂組成物は、通常、熱
可塑性樹脂組成物である。
【００２１】
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【化２】

【００２２】
　式（１）中、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３及びＲ４は、それぞれ独立に水素原子、ハロゲン原子、
又は、１以上の置換基を有していてもよい炭素原子数１～１０のハイドロカルビル基を示
す。同一分子中の複数のＲ１、Ｒ２、Ｒ３及びＲ４は、それぞれ同一でも異なっていても
よい。
【００２３】
　改質樹脂組成物における成分（Ｂ）の含有量は、成分（Ａ）及び成分（Ｂ）の合計を１
００質量部として１～３５質量部である。成分（Ｂ）の含有量は、適度な柔軟性維持の観
点から、２５質量部以下、又は２０質量部以下であってもよい。成分（Ｂ）の含有量は、
改質樹脂組成物の熱分解抑制の観点から、２質量部以上、４質量部以上、又は５質量部以
上であってもよい。
【００２４】
　成分（Ａ）のエチレン－α，β－不飽和カルボン酸アルキルエステル共重合体は、エチ
レンに由来する単量体単位（以下「エチレン単位」ともいう。）及びα，β－不飽和カル
ボン酸アルキルエステルに由来する単量体単位（以下「α，β－不飽和カルボン酸アルキ
ルエステル単位」ともいう。）を主な単量体単位として含む共重合体である。
【００２５】
　エチレン－α，β－不飽和カルボン酸アルキルエステル共重合体におけるエチレン単位
の含有量は、エチレン－α，β－不飽和カルボン酸アルキルエステル共重合体の質量を基
準として５０質量％以上、６０質量％以上、又は７０質量％以上であってもよく、９８質
量％以下、又は９５質量％以下であってもよい。エチレン－α，β－不飽和カルボン酸ア
ルキルエステル共重合体におけるα，β－不飽和カルボン酸アルキルエステル単位の含有
量は、エチレン－α，β－不飽和カルボン酸アルキルエステル共重合体の質量を基準とし
て２質量％以上、又は５質量％以上であってもよく、５０質量％以下、４０質量％以下、
又は３０質量％以下であってもよい。エチレン単位及びα，β－不飽和カルボン酸アルキ
ルエステル単位の含有量がこれら範囲内にあることにより、エチレン－α，β－不飽和カ
ルボン酸アルキルエステル共重合体を含む層又はフィルムと後述のその他の熱可塑性樹脂
等との密着性が高くなる傾向がある。
【００２６】
　エチレン－α，β－不飽和カルボン酸アルキルエステル共重合体は、エチレン単位及び
α，β－不飽和カルボン酸アルキルエステル単位以外のその他の単量体単位を含み得るが
、エチレン－α，β－不飽和カルボン酸アルキルエステル共重合体におけるエチレン単位
及びα，β－不飽和カルボン酸アルキルエステル単位の合計の割合は、エチレン－α，β
－不飽和カルボン酸アルキルエステル共重合体の質量を基準として、通常、９０～１００
質量％であり、９５～１００質量％であってもよい。エチレン－α，β－不飽和カルボン
酸アルキルエステル共重合体は、エポキシ基を有する単量体単位を実質的に含まなくても
よい。エポキシ基を有する単量体単位の含有量は、エチレン－α，β－不飽和カルボン酸
アルキルエステル共重合体の質量を基準として、０～１質量％であってもよく、０質量％
（即ちエポキシ基を有する単量体単位を含まない）であってもよい。
【００２７】
　エチレン－α，β－不飽和カルボン酸アルキルエステル共重合体を構成するα，β－不
飽和カルボン酸アルキルエステルは、例えば、メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル
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、メタクリル酸ｎ－プロピル、メタクリル酸イソプロピル、メタクリル酸ｎ－ブチル、メ
タクリル酸イソブチル、メタクリル酸ｔ－ブチル、メタクリル酸ヘキシル、メタクリル酸
オクチル、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸ｎ－プロピル、アクリル酸
ｎ－ブチル、アクリル酸ｔ－ブチル、及びアクリル酸イソブチルからなる群より選ばれる
少なくとも１種であってもよい。
【００２８】
　成分（Ａ）のエチレン－α，β不飽和カルボン酸アルキルエステル共重合体の具体例と
しては、エチレン―アクリル酸メチル共重合体、エチレン―アクリル酸エチル共重合体、
エチレン―アクリル酸ｎ－プロピル共重合体、エチレン―アクリル酸イソプロピル共重合
体、エチレン―アクリル酸ｎ－ブチル共重合体、エチレン―アクリル酸ｔ－ブチル共重合
体、エチレン―アクリル酸イソブチル共重合体、エチレン―メタクリル酸メチル共重合体
、エチレン―メタクリル酸エチル共重合体、エチレン―メタクリル酸ｎ－プロピル共重合
体、エチレン―メタクリル酸イソプロピル共重合体、エチレン―メタクリル酸ｎ－ブチル
共重合体、エチレン―メタクリル酸ｔ－ブチル共重合体、及びエチレン―メタクリル酸イ
ソブチル共重合体が挙げられる。成分（Ａ）は、これらから選ばれる１種又は２種以上を
含んでいてもよい。成分（Ａ）は、エチレン―アクリル酸メチル共重合体、エチレン―ア
クリル酸エチル共重合体、エチレン―メタクリル酸メチル共重合体及びエチレン―メタク
リル酸エチル共重合体から、又は、エチレン―アクリル酸メチル共重合体及びエチレン―
メタクリル酸メチル共重合体から、選ばれる少なくとも１種であってもよい。
【００２９】
　エチレン－α，β－不飽和カルボン酸アルキルエステル共重合体は、通常の製造方法、
例えば高圧ラジカル重合法により製造される。
【００３０】
　エチレン－α，β－不飽和カルボン酸アルキルエステル共重合体のメルトフローレート
（ＭＦＲ）は、０．２ｇ／１０分以上、０．５ｇ／１０分以上、１．０ｇ／１０分以上、
１．５ｇ／分以上、５ｇ／１０分以上、１０ｇ／１０分以上、又は１５ｇ／１０分以上で
あってもよく、３００ｇ／１０分以下、２００ｇ／１０分以下、１５０ｇ／１０分以下、
５０ｇ／１０分以下、又は３０ｇ／１０分以下であってもよい。ＭＦＲが小さすぎると、
樹脂組成物を押出加工する工程において押出機の負荷が高くなることがある。ＭＦＲが大
きすぎると、樹脂組成物を加工した時にネックインが大きくなることがある。ここで、エ
チレン－α，β－不飽和カルボン酸アルキルエステル共重合体のＭＦＲは、ＪＩＳ　Ｋ７
２１０に従い、温度１９０℃、荷重２１．１８Ｎの条件で測定される。
【００３１】
　エチレン－α，β－不飽和カルボン酸アルキルエステル共重合体のデュロメーターＡ硬
さは、機械的強度及び柔軟性の観点から５０～９８であってもよい。同様の観点から、エ
チレン－α，β－不飽和カルボン酸アルキルエステル共重合体のデュロメーターＡ硬さは
、６０～９６、又は７０～９４であってもよい。デュロメーターＡ硬さは、ＪＩＳ　Ｋ　
６２５３に従って測定される。デュロメーターＡ硬さは、主として、α，β－不飽和カル
ボン酸アルキルエステル単位の含有量によって調整することができる。
【００３２】
　一実施形態に係る改質樹脂組成物は、上記式（１）で表される繰返し単位を含むポリフ
ェニレンエーテル（以下「ＰＰＥ」ということがある。）を含有する。ＰＰＥは、公知の
ものであることができる。式（１）中、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３又はＲ４としてのハイドロカル
ビル基は、例えば、アルキル基、アラルキル基、アリール基、又はアルケニル基であって
もよい。ハイドロカルビル基は、例えば、ハロゲン原子、ハイドロカルビルオキシ基、ニ
トロ基、スルホニル基、及びシリル基から選ばれる１以上の置換基を有していてもよい。
【００３３】
　上記アルキル基として、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｎ－ペ
ンチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－ヘプチル基、及びｎ－オクチル基のような直鎖状アルキ
ル基；イソプロピル基、イソブチル基、ｔ－ブチル基、イソペンチル基、ネオペンチル基
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、及び２－エチルヘキシル基のような分岐状アルキル基；並びにシクロプロピル基、シク
ロブチル基、シクロペンチル基、シクロヘキシル基、シクロへプチル基、及びシクロオク
チル基のような環状アルキル基を例示することができる。上記アルキル基は、炭素原子数
１～１０の直鎖状、分岐状又は環状のアルキル基であってもよく、炭素原子数１～１０の
直鎖状又は分岐状のアルキル基であってもよい。上記アラルキル基として、ベンジル基、
及びフェネチル基を例示することができる。上記アラルキル基は、炭素原子数７～１０の
アラルキル基であってもよい。上記アリール基として、フェニル基、トリル基、及びキシ
リル基を例示することができる。上記アリール基は、炭素原子数６～１０のアリール基で
あってもよい。上記アルケニル基として、ビニル基、アリル基、３－ブテニル基、及び５
－ヘキセニル基のような直鎖状アルケニル基；イソブテニル基、及び５－メチル－３－ペ
ンテニル基のような分岐状アルケニル基；並びに２－シクロヘキセニル基、及び３－シク
ロヘキセニル基のような環状アルケニル基を例示することができる。上記アルケニル基は
、炭素原子数２～１０のアルケニル基であってもよい。式（１）中のＲ1、Ｒ2、Ｒ3及び
Ｒ4は、水素原子又は炭素原子数１～１０のアルキル基であってもよい。
【００３４】
　ＰＰＥは、例えば、ポリ（２，６－ジメチルフェニレン－１，４－エーテル）、ポリ（
２，６－ジエチルフェニレン－１，４－エーテル）、ポリ（２，６－ジブロムフェニレン
－１，４－エーテル）、ポリ（２－メチル－６－エチルフェニレン－１，４－エーテル）
、ポリ（２－クロル－６－メチルフェニレン－１，４－エーテル）、ポリ（２－メチル－
６－イソプロピルフェニレン－１，４－エーテル）、ポリ（２，６－ジ－ｎ－プロピルフ
ェニレン－１，４－エーテル）、ポリ（２－クロル－６－ブロムフェニレン－１，４－エ
ーテル）、ポリ（２－クロル－６－エチルフェニレン－１，４－エーテル）、ポリ（２－
メチルフェニレン－１，４－エーテル）、ポリ（２－クロルフェニレン－１，４－エーテ
ル）、ポリ（２－フェニルフェニレン－１，４－エーテル）、ポリ（２－メチル－６－フ
ェニルフェニレン－１，４－エーテル）、ポリ（２－ブロム－６－フェニルフェニレン－
１，４－エーテル）及びポリ（２，４’－メチルフェニルフェニレン－１，４－エーテル
）等の単独重合体並びにこれら重合体のモノマの２種以上の共重合体から選ばれることが
できる。
【００３５】
　ＰＰＥは、式（１）の繰り返し単位の他に、その他の単量体単位を更に含んでいてもよ
い。その他の単量体単位は、例えば、ビスフェノールＡ、テトラブロモビスフェノールＡ
、レゾルシン、ハイドロキノン及びノボラック樹脂等の多価ヒドロキシ芳香族化合物、ス
チレン、及びエポキシ基を有する不飽和化合物から選ばれる単量体から誘導される単量体
単位であることができる。ＰＰＥにおける、式（１）の繰り返し単位以外の単量体単位の
割合は、ＰＰＥの質量を基準として、通常０～５０質量％であり、１～２５質量％であっ
てもよい。
【００３６】
　ＰＰＥは、例えば、２，６－ジメチルフェノール若しくは２，６－ジフェニルフェノー
ルの単独重合体、又は、２，６－キシレノールと３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール
又は２，３，６－トリメチルフェノールとの共重合体であってもよい。
【００３７】
　ＰＰＥの還元粘度は、改質樹脂組成物の耐熱性の観点、及び改質樹脂組成物の機械的特
性の観点から、０．０５～１．０ｄＬ／ｇであってもよい。ＰＰＥの還元粘度は０．０６
～０．８０ｄＬ／ｇ、又は０．０７～０．７０ｄＬ／ｇであってもよい。ここでの還元粘
度は、ＪＩＳ　Ｋ　７３６７－１に準じた測定により得られた値を意味する。
【００３８】
　改質樹脂組成物の引張試験によって測定されるヤング率は、樹脂組成物から得られる樹
脂フィルムのクッション性及び柔軟性の観点から、３００ＭＰａ以下、又は２００ＭＰａ
以下であってもよく、１０ＭＰａ以上、又は２０ＭＰａ以上であってもよい。
【００３９】
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　改質樹脂組成物は、成分（Ａ）を含む連続相と、該連続相中に分散し成分（Ｂ）を含む
分散粒子とを含む形態を有していてもよい。成分（Ｂ）を含む分散粒子の平均分散粒子径
が、５μｍ以下であってもよい。分散粒子の平均分散粒子径が小さいと、改質樹脂組成物
の熱分解がより効果的に抑制される傾向がある。同様の観点から、分散粒子の平均分散粒
子径は、３μｍ以下、２μｍ以下又は１μｍ以下であってもよい。分散粒子の平均分散粒
子径は、透過型電子顕微鏡を用いて改質樹脂組成物の超薄切片を観察し、観察視野から１
５個以上のＰＰＥの分散粒子を無作為に抽出し、それら分散粒子の分散粒子径を測定した
ときの、測定された粒子径の平均値である。
【００４０】
　改質樹脂組成物は、例えば、成分（Ａ）及び成分（Ｂ）を含む原料混合物を混錬する工
程を含む方法によって、製造することができる。混練の方法は、例えば、溶融混練又は溶
媒混練であってもよい。混練は、例えば二軸混練機又はラボプラストミルを用いて行うこ
とができる。ＰＰＥを含む分散粒子の平均分散粒子径をより小さくする観点から、二軸混
練機による溶融混練若しくは溶媒混練、又は二軸混練機による溶融混練を選択することが
できる。二軸混練機としては、例えば、同方向二軸混練押出機が挙げられる。混練時の原
料混合物の最高温度は、分散粒子径を小さくできるという観点から５０～３５０℃であっ
てもよい。同様の観点から、原料混合物が１００～３２０℃、１５０～３００℃、２００
～２８０℃、又は２４０～２８０℃に加熱されてもよい。混練時間は、１秒～１８００秒
、２秒～６００秒、又は３秒～３００秒であってもよい。
【００４１】
＜樹脂フィルム＞
　一実施形態に係る樹脂フィルムは、上述の実施形態に係る改質樹脂組成物を含有する１
以上の層を有する。樹脂フィルムは、改質樹脂組成物と、成分（Ａ）及び成分（Ｂ）とは
異なるその他の熱可塑性樹脂とを含有する単層フィルムであってもよい。あるいは、樹脂
フィルムは、改質樹脂組成物を含有する中間層と、中間層の両面上にそれぞれ積層され成
分（Ａ）及び成分（Ｂ）とは異なるその他の熱可塑性樹脂を含有する表層と、を有する多
層フィルムであってもよい。単層フィルムの厚さは、例えば１０～３００μｍであっても
よい。多層フィルムにおいて、中間層の厚さは１０～２００μｍであってもよく、表層の
厚さは１０～１００μｍであってもよい。中間層の厚さが薄すぎると熱プレス時にプレス
圧力の均一性が低下することがあり、中間層の厚さが厚すぎると熱プレス時に、中間層か
ら樹脂が漏れ出ることがある。表層が薄すぎると樹脂フィルム自体が損傷し易くなること
があり、表層が厚すぎると、フレキシブルプリント基板の表面形状への追従性が低下する
ことがある。同様の観点から、多層フィルム全体の厚さが３００μｍ以下であってもよい
。
【００４２】
　その他の熱可塑性樹脂として、樹脂フィルムに離型性を付与する樹脂を用いることによ
って、リリースフィルム等に好適に用いられる樹脂フィルムを得ることができる。その他
の熱可塑性樹脂の具体例としては、ポリ（４－メチル－1－ペンテン）、及びポリブチレ
ンテレフタレートが挙げられる。
【００４３】
　単層フィルムは、改質樹脂組成物、及びその他の熱可塑性樹脂を含む成形用材料を製膜
することによって製造することができる。製膜は溶液法又は溶融法によって行うことがで
きる。多層フィルムは、例えば、改質樹脂組成物と、その他の熱可塑性樹脂とを、多層Ｔ
－ダイ又は多層環状ダイを用いて共押出し成形することによって、製造することができる
。また、その他の押出ラミネート法、ドライラミネート法などの公知のラミネート方法を
用いてもよい。その他の熱可塑性樹脂がポリ（４－メチル－1－ペンテン）、又はポリブ
チレンテレフタレートである場合、単層フィルムの溶融法による製造、又は多層フィルム
の共押出し成形における製造における加熱温度は、通常、２００～３００℃程度である。
このような高温の工程においても、改質樹脂組成物の熱分解を十分に抑制することができ
る。
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【実施例】
【００４４】
　以下、実施例を挙げて本発明についてさらに具体的に説明する。ただし、本発明はこれ
ら実施例に限定されるものではない。
【００４５】
　以下の原材料を準備した。
成分（Ａ）（エチレン－α，β－不飽和カルボン酸アルキルエステル共重合体）
・Ａ－１：住友化学製、アクリフト（登録商標）ＷＫ３０７（エチレン－メタクリル酸メ
チル共重合体、エチレン単位：７５質量％、メタクリル酸メチル単位：２５質量％、ＭＦ
Ｒ：７ｇ／１０分）
・Ａ－２：住友化学製、アクリフト（登録商標）ＷＤ１０６（エチレン－メタクリル酸メ
チル共重合体、エチレン単位：９４．２質量％、メタクリル酸メチル単位：５．８質量％
、ＭＦＲ：０．３２ｇ／１０分）
・Ａ－３：住友化学製、アクリフト（登録商標）ＷＫ４０２（エチレン－メタクリル酸メ
チル共重合体、エチレン単位：７５質量％、メタクリル酸メチル単位：２５質量％、ＭＦ
Ｒ：２０ｇ／１０分）
成分（Ｂ）（ポリフェニレンエーテル）
・Ｂ－１：旭化成社製、ザイロン（登録商標）Ｓ２０１Ａ（ポリ（２，６－ジメチル－１
，４－フェニレンエーテル）、還元粘度：０．５２ｄＬ／ｇ）
・Ｂ－２：ＳＡＢＩＣ製、ノリル（登録商標）　ＳＡ１２０（ポリ（２，６－ジメチル－
１，４－フェニレンエーテル）、還元粘度：０．１２ｄＬ／ｇ）
【００４６】
（実施例１）
　フィード口から押出方向に沿って順に配列した９個のバベルＣ１～Ｃ９を有する同方向
２軸押出機（ＫＺＷ２０ＴＷ、株式会社テクノベル製）に、主フィード口から９５質量部
のＡ－１を、副フィード口から５質量部のＢ－１を投入し、これらを溶融混練した。溶融
混錬の条件は以下のように設定した。得られた溶融混練物をペレタイザで切断して、ペレ
ット状の樹脂組成物を得た。
・バレル温度
　Ｃ１：５０℃、Ｃ２：１５０℃、Ｃ３～Ｃ５：２５０℃、Ｃ６、Ｃ７：２６０℃、Ｃ８
：２３０℃、Ｃ９：１９０℃
・ノズルヘッド温度：１５０℃
・スクリュー回転数：３００ｒｐｍ
・吐出量：４ｋｇ／時間
【００４７】
　図１は、実施例１の樹脂組成物の透過型電子顕微鏡写真である。ポリフェニレンエーテ
ルを含む分散粒子が、エチレン－メタクリル酸メチル共重合体を主成分とする連続相中に
分散していた。この分散粒子の平均分散粒子径は５μｍ以下であった。
【００４８】
（比較例１）
　Ａ－１の製品ペレットを、そのまま比較例１の樹脂組成物として評価した。
【００４９】
（熱分解挙動）
　各樹脂組成物を、ＴＡ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ社製ＳＤＴ２９６０を用いた、昇温速
度１０℃／分の条件の熱重量分析によって分析し、３３０℃残存重量（初期質量に対する
残存質量の割合）を測定した。表１に示されるように、ポリフェニレンエーテルを加える
ことによって、α，β－不飽和カルボン酸アルキルエステル共重合体の熱分解が抑制され
た。
【００５０】
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【表１】

【００５１】
（実施例２～１１、比較例２，３）
　実施例１と同様の条件の同方向２軸押出機を用いた溶融混錬によって、表２に記載の原
材料組成比でペレット状の樹脂組成物を作製し、それらを熱重量分析によって評価した。
【００５２】
　樹脂組成物を２６０℃にてシート状にプレス成形し、得られたシートから長さ１２０ｍ
ｍ、幅２０ｍｍ、厚み０．５ｍｍの試験片を作製した。それぞれの試験片について、引張
試験機によってチャック間隔６０ｍｍ、引張速度５ｍｍ／分の条件の引張試験によって応
力－ひずみ曲線を取得し、これから各樹脂組成物の初期弾性率（ヤング率）を測定した。
【００５３】
　表２に測定結果を示す。実施例２～１１の樹脂組成物は、熱分解が抑制されるとともに
、クッション性を発現できる適度に低いヤング率を示した。比較例２、３の樹脂組成物は
、熱分解は抑制されるものの、ヤング率が３００ＭＰａを超え、クッション性の不足した
堅い材料であった。
【００５４】

【表２】



(11) JP 2020-122030 A 2020.8.13

【図１】



(12) JP 2020-122030 A 2020.8.13

フロントページの続き

(72)発明者  岡田　光弘
            千葉県市原市姉崎海岸５番１号　住友化学株式会社内
Ｆターム(参考) 4F100 AK01B AK01C AK08B AK08C AK42B AK42C AK54A AK70A BA01  BA03 
　　　　 　　        BA06  BA10B BA10C DE01A GB43  JB16B JB16C JJ03  JK07  JK17 
　　　　 　　        YY00A
　　　　 　　  4J002 BB071 BB163 CF063 CH072 GT00 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

